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学校いじめ防止基本方針 

大洲市立大洲南中学校 

はじめに 

  「いじめ防止対策推進法」が平成 25 年６月 28 日に公布され、同年９月 28 日に施行さ

れた。13 条に「学校は、いじめ防止基本方針又は地方いじめ防止基本方針を参酌し、その

学校の実情に応じ、当該学校にいけるいじめの防止等のための対策に関する基本的な方針

を定めるものとする。」とあり、「学校いじめ防止基本方針」の策定が義務化された。同年

10 月 11 日に文部科学省から「いじめの防止等のための基本的な方針」（最終改定平成 29

年３月 14 日）、また、平成 26 年３月には「愛媛県いじめ防止等のための基本的な方針」

（改定平成 29 年８月 10 日）、さらに「大洲市いじめ防止等のための基本的な方針」（改定

平成 29 年 10 月１日）が出されたのを受け、「学校いじめ防止基本方針」を定めるものと

する。 

１ いじめ防止等のための対策の基本的な方向に関する事項 

⑴ いじめの防止等の対策に関する基本理念（いじめ防止対策推進法第３条） 

いじめは、全ての生徒に関係する問題である。いじめの防止等の対策は、全ての生徒 

が安心して学校生活を送り、様々な活動に取り組むことができるよう、学校の内外を問 

わず、いじめが行われなくなるようにすることを旨として行われなければならない。ま 

た、全ての生徒がいじめを行わず、いじめを認識しながら放置することがないよう、い 

じめの防止等の対策は、いじめが、いじめられた生徒の心身の深刻な影響を及ぼす許さ 

れない行為であることについて、生徒が十分に理解できるようにすることを旨としなけ 

ればならない。加えて、いじめの防止等の対策は、いじめを受けた生徒の生命・心身を保 

護することが特に重要であることを認識しつつ、国、地方公共団体、学校、地域住民、家 

庭その他の関係者の連携の下、いじめの問題を克服することを目指して行われなければ 

ならない。 

⑵ いじめの禁止（いじめ防止対策推進法第４条） 

生徒は、いじめを行ってはならない。 

⑶ いじめの定義 

生徒に対して、当該生徒が在籍する学校に在籍している等当該生徒と一定の人間関係 

にある他の生徒が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて 

行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった生徒が心身の苦痛を感じてい 

るもの。 

⑷ 学校及び学校の教職員の責務（いじめ防止対策推進法第８条） 

学校及び学校の教職員は、基本理念にのっとり、当該学校に在籍する生徒等の保護者、

地域住民、児童相談所その他の関係者との連携を図りつつ、学校全体でいじめの防止

及び早期発見に取り組むとともに、当該学校に在籍する生徒等がいじめを受けている

と思われるときは、適切かつ迅速にこれに対処する責務を有する。 



⑸ いじめの理解 

いじめは、どの子どもにも、どの学校でも、起こりうるものである。とりわけ、嫌がら 

せやいじわる等の「暴力を伴わないいじめ」は、多くの生徒が入れ替わりながら被害も 

加害も経験する。また、「暴力を伴わないいじめ」であっても、何度も繰り返されたり多 

くの者から集中的に行われたりすることで、「暴力を伴ういじめ」とともに、生命又は身 

体に重大な危険を生じさせることにもなる。国立教育政策研究所によるいじめ追跡調査 

の結果によれば、暴力を伴わないいじめ（仲間外れ・無視・陰口等）について小学校４年 

生から中学校３年生までの６年間で、被害経験を全く持たなかった児童生徒は１割程度、 

加害経験を全く持たなかった児童生徒も１割程度であり、多くの児童生徒が入れ替わり 

被害や加害を経験している。加えて、いじめの加害・被害という二者関係だけでなく、学 

級や部活動等の所属集団の構造上の問題（例えば無秩序性や閉塞性）のほか、「観衆」と 

してはやし立てたり面白がったりする存在や、周辺での暗黙の了解を与えている「傍観 

者」の存在にも注意を払い、集団全体にいじめを許容しない雰囲気が形成されるように 

することが必要である。 

２ いじめ防止等のための対策の内容に関する事項 

⑴ 学校経営の充実 

本校では、「主体的に考え、真理を追究する生徒」、「善悪を正しく判断し、行動する生 

徒」、「志を立て、あきらめず挑戦する生徒」を目指す生徒像として、学校の教育目標であ 

る「知・徳・体の調和のとれた生徒の育成」を目指している。また、重点項目を①確かな 

学力の定着と向上、②正しく生きる力の育成、③共に生きる力の育成、としており、児童 

生徒をまもり育てる協議会を核にして、家庭・地域・関係機関等と一体になっていじめ問 

題の解消に向けて取り組んでいく。 

⑵ 人権・同和教育の充実 

人権・同和教育を進める中で、日常生活におけるいじめを含めた不合理や矛盾、差別 

に気付き、問題を解決・解消しようとする意欲と態度（実践力）を身に付けさせなければ 

ならない。これらは、生徒の生活基盤である学級や学年、生徒会、部活動等を中心とした 

生徒の関わり合いの中で主に行われるため、普段から生徒同士が励まし合い、支え合い、 

認め合う仲間づくりの場を意図的・計画的に設定する。また、生徒の様子をより多くの 

大人の目で見守るため、家庭・地域・関係諸機関との連携の中で、いじめにつながる、又 

はその兆候がある事案の情報収集を行い、未然防止や事案対処、さらには再発防止に努 

める。 

⑶ 道徳教育の充実 

道徳のねらいは、自分と他者との関わり方と人間としての生き方を学ぶことである。 

日常生活における生徒の発達・実態を把握しながら、内面的な自覚を深め、心を揺さぶ 

る資料の選択や開発に努め、豊かな心を持つ生徒を育成する。自分とは異なる考えに接 

する中で、自分の考えをより深め、自らの成長を実感できるような指導・支援を行う。ま 

た、多様性を認める心を育てることにより、いじめの防止に努める。 



⑷ 体験活動の充実 

個々の生徒の年齢や発達段階に応じた集団の一員としての自覚や態度、資質や能力を 

育むための体験活動の場や機会を設定する。本校においては、１年生では室戸自然体験 

学習、２年生では職場体験学習（えひめジョブチャレンジ U-15）、３年生では修学旅行、 

福祉体験学習を主な体験学習としている。それぞれの活動での他の生徒や大人との関わ 

り合いを通して、生徒自らが人と関わることの大切さや喜びに気付いていくため、互い 

に関わり、絆づくりを進めていくための場と捉えて、これらの活動を進めていく。 

⑸ 生徒の主体的な活動（生徒会活動） 

生徒会活動では、生徒個々が向上心と自覚を持ち、生徒会活動の実施や校訓の実践を 

通して、相互の結びつきを深め、規則正しく充実した学校生活を送ることを目指す。人 

権委員会を中心に、人権週間に合わせて集会活動や標語の発表、人権作文を書くことを 

通して日々人権についての意識を高めている。また、１年生はいじめＳＴＯＰ会議への 

参加など、いじめ防止に向けて主体的な活動を進める。さらに、生徒会役員を中心に四 

国朝鮮初中級学校への訪問を行い、人権意識を高める。 

⑹ 分かる授業づくり 

学力に対する不安や自信のなさ、それに伴う消極的・否定的な態度、冷やかしやから 

かいなどは生徒の学習意欲を低下させ、基礎学力の低下をもたらす。それがさらなる不 

安を生み出す悪循環になるばかりか、生徒指導上の問題に発展する可能性は非常に高い。 

授業改善や分かる授業づくりを進めることは、全ての生徒が授業に参加・活躍し、自己 

存在感や分かる喜びを高めることにつながる。自分は認めてもらっている、自分は大切 

にされているという思いがあって初めて他者を認めたり、大切にしたりできるものであ 

る。そのために、教員同士が互いに授業公開を進めることなどはお互いにヒントを与え 

合い、授業改善の一つの方法となる。新学習指導要領で重視されている「主体的・対話的 

で、深い学び」の実現に向けて努力する。 

⑺ 特別活動の充実（コミュニケーション能力の育成） 

学級活動、生徒会活動、学校行事等を通して、心身の調和的な発達と集団の一員とし 

ての自覚や連帯感を育てるための活動を計画・推進する。その際、教職員は活動の流れ 

を把握したうえで、生徒が中心となって主体的に活動を進められるよう工夫し、自己肯 

定感や自己有用感を生徒が実感できるように指導する。これらの活動を通してお互いが 

理解し合い、相互の立場に立って行動できる生徒を育てていけば、他人を攻撃するいじ 

めは起こらないと考える。 

⑻ 組織的対応の整備（教育相談の充実、スクールカウンセラー等の活用） 

毎月実施する調査等の項目に教育相談の希望欄を設定し、学級担任と養護教諭、生徒 

指導主事で日時や場所、相談者等の調整をして速やかに教育相談を行う。また、定期テ 

ストの期間中に教育相談日を設定し、生徒から希望を募る。それと並行して教師からの 

指名による相談活動（チャンス相談）を実施する。さらに生徒全員を対象にして全教職 

員で相談活動を行い、個人票に記録を残すとともに迅速で適切な対応を心がける。スク 

ールカウンセラーの協力を得て、別日に相談活動を実施する。形式にとらわれることな 



く、全教職員で迅速な対応をとる。 

⑼ インターネット等を通じて行われるいじめに対する対策 

現代社会で大きな役割を果たすインターネットに関して、児童生徒が受ける被害は 

年々多様化・深刻化している。学校はネット社会の現状や関連法案を十分に把握する一 

方で、子どもたちや保護者に対してその利便性と危険性を伝え、啓発することが大切で 

ある。情報モラル教室を充実させ、書き込みや写真を含んだ個人情報の掲載や仲間はず 

しなど、いじめにつながる行為を起こさせない指導を継続的に進めていく。また、生徒 

や保護者を対象に、警察や医師等の外部講師を招聘して講演会等を開催して、啓発活動 

を積極的に行う。特に、ＳＮＳ等で起こるトラブルを例に挙げ、その対処法などを具体 

的に説明してもらい、生徒自身が対策できる能力を身に付ける。 

⑽ 発達障がい等への共通理解 

交流学級でのつながりや体育大会、文化祭等の学校行事の中で様々な学習活動を共に 

行い、助け合いや励まし合いを通して、障がいや困難を持つ生徒への理解を深め、共に 

生きていこうとする態度を育てる。職員は、生徒同士が有意義なふれあいや理解が進め 

られるよう指導し、思いやりや協力の心を育てていく。また、発達障がいを含む障がい 

のある生徒が関係するいじめについては、教職員が個々の指導計画を活用した情報共有 

を行いつつ、当該生徒のニーズや特性、専門家の意見を踏まえた適切な指導及び必要な 

支援を行う。 

⑾ 校内研修の充実 

いじめに対する指導・支援を行う上で、教職員の意識を確認しておくことは大切であ 

る。教員の不適切な言動や差別的な態度や言動は、生徒を傷つけ、他の生徒によるいじ 

めを助長する場合がある。また、「いじめられる側にも問題がある」といった認識や言動 

は、いじめる側の生徒や、周りで見ていてはやし立てたりする傍観者的な生徒を容認す 

ることになりかねない。研修の一つとして、互いの授業を見合う、見せ合うことは職員 

の意識や技能を高めることにつながる。時計を見て着席する習慣や授業中の正しい姿勢 

の徹底、発表の仕方や聴き方の指導など、学校全体で共通理解の下、指導をすることで 

集団における規範意識を高めることになる。普段の地道な取組がいじめや問題行動を起 

こさない落ち着いた学校づくりにつながる。さらに、いじめ防止に向けて教職員が研修 

を深め、組織として対応できるよう努める。 

⑿ 保護者への啓発（相談窓口の徹底等） 

人権・同和教育参観日や講演会への参加で、生徒の様子を見てもらったり、啓発活動 

を行ったりすることで地域や保護者の意識を高めるように努める。人権集会では生徒た 

ちが書いた標語や作文を聴くことで人権意識を高める。また、学級通信や学校通信、ホ 

ームページ等で校内での様子や情報を伝え、学校とのつながりを密にして、保護者が生 

徒や学校での出来事に関心を持つように努める。 

⒀ 学校及び関係諸機関等との連携協力体制の整備 

大洲市生徒指導連絡協議会、大洲市内学校警察補導連絡協議会、児童生徒をまもり育 

てる協議会、大洲喜多地区中学校・高校生徒指導連絡協議会において、市郡の小・中・高 



と警察、大洲市子育て支援課、愛媛県総合支援センター、大洲市教育委員会、大洲市青少 

年センター、おおずふれあいスクール、民生委員、主任児童委員などの関係諸機関で構 

成された情報交換体制を活用し、いじめをはじめとする生徒指導上の諸問題の未然防止、 

早期発見、事案対処、再発防止を図る。 

３ いじめの早期発見 

⑴ いじめの態様（インターネト等を通じて起こる事例も含む） 

いじめは大きく以下の４つに分類される。 

ア 言語的いじめ     … はやし立てる、悪口、書き込み、からかい 

イ 心理的精神的いじめ  … 無視、仲間はずし、ネットいじめ、物隠し 

ウ 身体的いじめ     … 殴る、蹴飛ばす、プロレスごっこ 

エ 性的ないじめ     … ズボンを脱がす、トイレを覗く 

⑵ 指導体制の確立 

    情報       情報  対応                                 対応 

          （即時） 

  学校長      教 頭      全教職員 

        （依頼） 

                                  （情報） 

      関係機関   大洲南中学校児童生徒をまもり育てる協議会 

【いじめと思われる行為を発見したり情報が寄せられたりした場合の対応】 

① すぐに「いじめ小委員会」を開催する。 

② その後すぐに小委員会の協議事項の情報を全教職員に提供し、体制を整える。 

③ 指導に関しては、「いじめ問題への対応マニュアル」を参考にするとともに、いじめ

対応委員会、小委員会で協議して対応する。 

④ 関係機関は、教育委員会、警察、大洲市子育て支援課、県福祉総合支援センター等

で、指導・支援の協力を依頼する。 

⑶ 職務別の任務内容 

ア 学校長（校内責任者） 

生 徒 

保護者 

被害者 

親 子 

スクール 

カウンセラー 

加害者 

親 子 

＜いじめ小委員会＞ 

学年主任    生徒指導主事    人権・同和教育主任 

該当学級担任      （即時） 
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＜未然防止＞ 

 ○「いじめは絶対に許さない」ことを全教職員・生徒に徹底させるため、陣頭指揮を 

執る。 

   ○教職員に対し、いじめを防止する学校の義務の徹底を図り、いじめ問題に関しては 

どんな小さなことでも校長に報告するよう指示する。 

   ○大洲南中学校児童生徒をまもり育てる協議会、いじめ対応委員会において組織的な 

対応について方向付けをする。 

   ○教育委員会、関係諸機関、市内の中学校及び校区内小学校等との情報交換を図り、 

いじめを未然に防ぐ学校経営に努める。 

   ○必要に応じて保護者との面接を行ったり、関係諸機関等に対する依頼状に署名、捺 

印したりする。 

  ＜事案対処＞ 

   ○大洲南中学校児童生徒をまもり育てる協議会、いじめ対応委員会において組織的な 

対応について方向付けをする。 

   ○必要に応じて、いじめの被害者、加害者やその保護者との面接や指導を行う。 

イ 教頭（校内総括者） 

  ＜未然防止＞ 

   ○大洲南中学校児童生徒をまもり育てる協議会、いじめ対応委員会における意見をま 

とめ、調整するとともに、各校務分掌の対応状況等について指導助言する。 

   ○保護者や地域に対し、学校の取組を積極的に広報する。 

   ○保護者や地域からの意見の収集や整理を行い、必要に応じて大洲南中学校児童生徒 

をまもり育てる協議会やいじめ対応委員会に情報を伝える。 

   ○生徒・教職員・保護者を対象とする研修計画の立案や講師等、外部との折衝を担当 

する。 

   ○日頃から関係諸機関との連絡を取り、情報の交換に努める。 

  ＜事案対処＞ 

   ○大洲南中学校児童生徒をまもり育てる協議会、いじめ対応委員会における意見をま 

とめ調整するとともに、各校務分掌の対応状況等について指導助言する。 

   ○必要に応じていじめの被害者・加害者・傍観者やその保護者との面接、指導を行う。 

 ウ 生徒指導主事 

  ＜未然防止＞ 

   ○いじめ対応委員会を開催し、いじめの予防について研修を行う。 

   ○いじめの研修を企画し、学級経営においていじめを予防するための指導力向上に努 

める。 

   ○大洲南中学校児童生徒まもり育てる協議会で学校の情報を伝え、事例検討を通して 

学校の対応、地域・関係諸機関との協力体制づくりに努める。 

   ○生徒指導通信等を通して生徒・保護者・地域への啓発に努める。 

   ○生活状況調査や相談活動を通して、いじめの早期発見に努める。 



   ○各種研修会への参加計画について研修主任と調整する。 

   ○関係諸機関との連絡会に参加し、情報収集と協力体制の整備を図る。 

   ○いじめ問題について取り組んだ資料を蓄積し、協議会等で報告する。 

  ＜事案対処＞ 

   ○いじめ対応委員会を開催し、いじめの早期発見に努める。 

   ○関係諸機関との連携を図り、指導・支援の協力を依頼する。 

 エ 全教職員 

  ＜未然防止＞ 

   ○生徒の行動に常に関心を持ち、生徒の変化や異常を発見することに努める。 

   ○いじめに対し、生徒の行動様式を見るのではなく、人権侵害の観点で見るように努 

める。 

   ○「いじめの予防・早期発見について」を実践する。 

   ○「いじめ防止対応マニュアル」に沿った適切な対応をする。 

○いじめの予防や解消のための指導技術を習得するために研修を深める。 

  ＜事案対処＞ 

   ○いじめと思われる行為を発見次第、学級担任及び学年主任に報告する。 

   ○いけないことはいけないと気付き次第、注意、指導する。 

 オ 学級担任 

  ＜未然防止＞ 

   ○学級内の生徒全員に目を配り、教育相談を充実させ、いじめの予防に努める。 

   ○学級内でのいじめ解消に全力で取り組む旨を生徒に宣言し、いじめの構造を作らな 

いよう集団生活の在り方を実践指導する。 

   ○「いじめは絶対に許さない」ことを日頃から学級指導でなどで徹底的に行い、「い 

じめ防止のルールづくり」をさせる。 

   ○道徳や学級活動の時間を利用して、いじめ問題についての討議を積極的に行う。 

   ○生徒や保護者からの情報を受けやすくする工夫を常に行う。 

   ○エンカウンターの授業を積極的に取り入れ、好ましい人間関係づくりに努める。 

   ○月末のいじめ調査や生活調査等の結果を十分検討し、継続的に相談活動を行う。年 

度初めや転入生があった場合は、いじめが発生しやすいので人間関係の変化に注意 

し、いじめの早期発見に努める。 

  ＜事案対処＞ 

   ○いじめの訴えがあったり、いじめではないかと思われたりすることがあれば、直ち 

に学年主任、生徒指導主事を通して校長に報告する。 

   ○いじめ対応委員会に参加し、組織的対応を考えるとともに生徒・保護者（家庭）へ 

の対応を組織的に行う。学級担任が一人で抱え込んで対応することがないようにす 

る。 

   ○いじめの把握、被害者・加害者・傍観者とその保護者との対応について「いじめ防 

止の対応マニュアル」等を参考にしながら適切に対処する。 



 カ 学年主任 

  ＜未然防止＞ 

   ○毎日職員朝礼時に学年会を開催し、学級担任との情報交換を図り、協力していじめ 

予防に努める。 

   ○学年全体のいじめの実態を把握し、記録を蓄積する。その記録をもとにクラス替え 

を慎重に行う。 

   ○いじめられやすいと思われる生徒やいじめに対する抵抗力の弱い生徒に自衛策を 

身に付けさせる。 

  ＜事案対処＞ 

   ○いじめ対応委員会に参加し、対応を考えるとともに学級担任と情報交換を図り、協 

力して被害者・加害者・傍観者及びその保護者との真摯な対応に努める。 

   ○必要に応じて個別指導、支援や学級指導、学年指導（学年集会）又はアンケート調 

査等を実施し、迅速に事案に対処する。 

 キ 人権・同和教育主任 

  ＜未然防止＞ 

   ○人権委員会を中心に実態把握といじめ予防の活動に取り組む。 

  ＜事案対処＞ 

   ○いじめ対応委員会に参加し、人権を守る立場から対応を考える。 

 ク 生徒会担当者 

  ＜未然防止＞ 

   ○大洲市いじめストップ会議、いじめＳＴＯＰ愛顔の子ども会議の活動報告を行い、 

生徒の意識を高める。 

   ○生徒会（人権委員会）を中心に日頃から啓発活動ができるように指導、助言する。 

   ○生徒会が企画した縦割り集団（異学年）で学校行事等を活性化させる。 

  ＜事案対処＞ 

   ○生徒会を中心に問題解決に取り組む。（意見箱の設置） 

   ○学級委員を中心に、話し合い活動を充実させる。 

 ケ 教育相談主任・スクールカウンセラー・不登校等対応担当者 

  ＜未然防止＞ 

   ○いじめアンケートや生活調査、相談活動を通していじめの早期発見に努める。 

   ○いじめの被害者・加害者・傍観者とのカウンセリングを行うとともに、情報の収集 

に努め、研修に生かす。 

   ○不登校生徒の背景にいじめがないか確認する。 

   ○必要に応じて被害者及び加害者の相談に応じ、心の安定を図る。 

  ＜事案対処＞ 

   ○いじめ対応委員会に参加して対応を考えるとともに、必要に応じていじめの被害 

者・加害者・傍観者とその保護者のカウンセリングを行い、いじめの再発防止に努 

める。 



 コ 養護教諭・保健主事 

  ＜未然防止＞ 

   ○生徒の「心の居場所」としての役割を果たすとともに、学校保健管理の要として心 

の健康に関する研修会を企画するなど、積極的に問題解決に努める。 

   ○生徒の心と体の健康チェックに努めるとともに、特に保健室利用者の中にいじめを 

受けている者がいないか確認する。 

  ＜事案対処＞ 

   ○いじめられた生徒の心の健康のためにアドバイスを行う。 

 サ 教科担任 

  ＜未然防止＞ 

   ○職員朝礼などで情報収集し、授業の様子などを学級担任と情報共有する。 

   ○学習指導と生徒指導の一体化に努め、いじめの原因が生じない授業を展開する。 

  ＜事案対処＞ 

   ○いじめを疑う事案が発生した場合は、すぐに学級担任に報告する。 

   ○いじめの被害者・加害者・傍観者の様子を観察し、学級担任に連絡する。 

⑷ インターネット上のいじめへの対応（いじめの防止等のための基本的な方針） 

インターネット上の不適切な書き込み等については、被害の拡大を避けるため、直ちに 

削除する措置をとる。名誉毀損やプライバシー侵害等があった場合、プロバイダは違法な 

情報発信停止を求めたり、情報を削除したりできるようになっているので、プロバイダに 

対して速やかに削除を求めるなど必要な措置を講じる。こうした措置をとるにあたり、必 

要に応じて法務局又は地方法務局の協力を求める。なお、生徒の生命、身体又は財産に重 

大な被害が生じる恐れがある時は、直ちに所轄警察署に通報し、適切に援助を求める。 

４ 学校におけるいじめに対する措置 

⑴ 事実確認・情報共有 

発見・通報を受けた場合には、特定の教職員で抱え込まず、速やかに組織的に対応する。 

被害生徒を守り通すとともに、教育的配慮の下、毅然とした態度で加害生徒を指導する。 

その際、謝罪や責任を形式的に問うことに主眼を置くのではなく、社会性の向上等、生徒 

の人格の成長に主眼を置いた指導を行うことが大切である。全教職員の共通理解の下、保 

護者の協力を得て、関係諸機関・専門機関等と連携し、対応に当たる。 

⑵ 組織での対応 

遊びや悪ふざけなど、いじめと疑われる行為を発見した場合、その場でその行為を止め 

る。生徒や保護者から「いじめではないか」との相談や訴えがあった場合は、真摯に傾聴 

する。ささいな兆候であっても、いじめの疑いがある行為には、早い段階から的確に関り 

を持つことが必要である。その際、いじめられた生徒やいじめを知らせてきた生徒の安全 

を確保する。 

 発見・通報を受けた教職員は一人で抱え込まず、いじめ対応委員会を開催して直ちに情 

報を共有する。その後は当該組織が中心となり、速やかに関係生徒から事情を聞き取るな 



どして、いじめの事実の有無の確認を行う。事実確認の結果は、校長が責任を持って大洲 

市教育委員会に報告するとともに被害・加害生徒の保護者に連絡する。 

 なお、いじめる生徒に対して必要な教育上の指導を行っているにもかかわらず、その指 

導により十分な効果を上げることが困難な場合において、いじめが犯罪行為として取り扱 

われるものと認めるときは、いじめられている生徒を徹底して守り通すという観点から、 

学校はためらうことなく所轄警察署と相談して対応する。さらに、生徒の生命、身体又は 

財産に重大な被害が生じる恐れがある時は、直ちに所轄警察署に通報し適切に援助を求め 

る。 

⑶ 被害生徒・保護者に対する説明、支援 

いじめられた生徒から事実関係の聴取を行う。その際、いじめられている生徒にも責任 

があるという考え方はあってはならず、「あなたが悪いのでない」ことをはっきり伝える 

など、自尊感情を高めるように留意する。また、生徒の個人情報の取扱い、プライバシー 

には十分留意して以後の対応を行っていく。 

 家庭訪問等により、その日のうちに迅速に保護者に事実関係を伝える。いじめられた生 

徒や保護者に対し、徹底して守り通すことや秘密を守ることを伝え、できる限り不安を除 

去するとともに、事態の状況に応じて、複数の教職員の協力の下、該当生徒の見守りを行 

うなど、いじめられた生徒の安全を確保する。 

 あわせて、いじめられた生徒にとって信頼できる人（親しい友人や教職員、家族、地域 

の人等）と連携し、いじめられた生徒に寄り添い、支える体制をつくる。いじめられた生 

徒が安心して学習その他の活動に取り組むことができるよう、必要に応じていじめた生徒 

を別室において指導することとしたり、状況に応じて出席停止制度を活用したりして、い 

じめられた生徒が落ち着いて教育を受けられる環境の確保を図る。状況に応じて、心理や 

福祉等の専門家、教育経験者、警察官経験者など外部専門家の協力を得る。 

 いじめが解決したと思われる場合でも、継続して十分な注意を払い、折に触れ必要な支 

援を行うことが大切である。また、事実確認ための聞き取りやアンケート等により判明し 

た情報を適切に提供する。 

⑷ 加害生徒への指導及び保護者への支援 

いじめたとされる生徒からも事実関係の聴取を行い、いじめがあったことが確認された 

場合、学校は、複数の教職員が連携し、必要に応じて心理や福祉等の専門家、教員・警察 

官経験者など外部専門家の協力を得て、組織的に、いじめをやめさせ、その再発を防止す 

る措置をとる。 

また、事実関係を聴取したら、迅速に保護者に連絡し、事実に対する保護者の理解や納 

得を得た上、学校と保護者が連携して以後の対応を適切に行えるよう保護者の協力を求め 

るとともに、保護者に対する継続的な助言を行う。 

いじめた生徒への指導に当たっては、いじめは人格を傷つけ、生命、身体又は財産を脅 

かす行為であることを理解させ、自らの行為の責任を自覚させる。なお、いじめた生徒が 

抱える問題など、いじめの背景にも目を向け、当該生徒の安心・安全、健全な人格の発達 

に配慮する。生徒の個人情報の取扱い等、プライバシーには十分に留意して以後の対応を 



行っていく。いじめの状況に応じて、心理的な孤立感・疎外感を与えないよう一定の教育 

的配慮の下、特別の指導計画による指導のほか、さらに出席停止や警察との連携による措 

置も含め、毅然とした対応をする。教育上必要があると認めるときは、学校教育法第 11 条 

の規定に基づき、適切に、生徒に対して懲戒を加えることも考えられる。 

 ただし、いじめには様々な要因があることに鑑み、懲戒を加える際には、主観的な感情 

に任せて一方的に行うものではなく、教育的配慮に十分に留意し、いじめた生徒が自らの 

行為の悪質性を理解し、健全な人間関係を育むことができるよう成長を促す目的で行う。 

⑸ 教育委員会への報告・連絡・相談（いじめ防止対策推進法第 23 条第２項） 

学校は、前項の規定による通報を受けたとき、その他当該学校に在籍する生徒等がいじ 

めを受けていると思われるときは、速やかに、当該生徒等に係るいじめの事実の有無の確 

認を行うための措置を講ずるとともに、その結果を当該学校の大洲市教育委員会に報告す 

るものとする。 

⑹ 安全措置【緊急避難等が必要な場合】（いじめ防止対策推進法第 23 条第４項） 

前項の場合において必要があると認めるときは、いじめを行った生徒について、いじめ 

を受けた生徒が使用する教室以外の場所において学習を行わせる等、いじめを受けた生徒、 

その他の生徒が安心して教育を受けられるようにするために必要な措置を講ずるものと 

する。 

⑺ 懲戒（いじめ防止対策推進法第 25 条） 

校長及び教員は、当該学校に在籍する生徒がいじめを行っている場合であって教育上必 

要があると認めるときは、学校教育法第 11 条の規定に基づき、適切に、当該生徒等に対 

して懲戒を加えるものとする。 

⑻ 出席停止（いじめ防止対策推進法第 26 条） 

大洲市教育委員会は、いじめを行った生徒の保護者に対して学校教育法第 35 条第１項 

（同法第 49 条において準用する場合を含む。）の規定に基づき当該生徒の出席停止を命ず 

る等、いじめを受けた生徒その他の生徒が安心して教育を受けられるようにするために必 

要な措置を速やかに講ずるものとする。 

⑼ 犯罪行為として取り扱われるべきと認められるとき 

（いじめ防止対策推進法第 23 条第６項） 

学校は、いじめが犯罪行為として取り扱われるべきであると認めるときは、所轄警察署 

と連携してこれに対処するものとし、当該学校に在籍する生徒の生命、身体又は財産に重 

大な被害が生じる恐れがあるときは直ちに所轄警察署に通報し、適切に、援助を求めるも 

のとする。 

⑽ 生命、身体又は財産に重大な被害が生じる恐れがあるとき 

学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げる場合には、その事態（以下「重大事 

態」という。）に対処し、及び当該重大事態と同種の字体の発生に資するため、速やかに、 

当該学校の設置者又はその設置する学校の下に組織を設け、質問票の使用その他の適切な 

方法により当該重大事態に係る事実関係を明確にするための調査を行うものとする。 

① いじめにより当該学校に在籍する生徒等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じ



た疑いがあると認めるとき。 

② いじめにより当該学校に在籍する生徒等が相当の期間学校を欠席することを余儀な

くされている疑いがあると認めるとき。 

⑾ いじめの解消について 

いじめは、単に謝罪をもって安易に解決することはできない。いじめが「解消している」 

状態とは、少なくとも次の２つの用件が満たされている必要がある。ただし、これらの要 

件が満たされている場合であっても、必要に応じ、他の事情も勘案して判断するものとす 

る。 

ア いじめに係る行為が止んでいること 

  被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行 

われるものを含む）が止んでいる状態が相当の期間継続していること。この相当の期 

間とは、少なくとも３か月を目安とする。ただし、いじめの被害の重大性等からさら 

に長期の期間が必要であると判断される場合は、この目安にかかわらず、学校等の判 

断により、より長期の期間を設定するものとする。教職員は、相当の期間が経過する 

までは、被害・加害生徒の様子を含め状況を注視し、期間が経過した段階で判断を行 

う。行為が止んでいない場合は、改めて、相当の期間を設定して状況を注視する。 

  イ 被害生徒が心身の苦痛を感じていないこと 

    いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断する時点において、被害生徒がいじ 

めの行為により心身の苦痛を感じていないと認められること、被害生徒本人及びその 

保護者に対し、心身の苦痛を感じていないかどうかを面談等により確認する。 

 いじめが解消に至っていない段階では、被害生徒を徹底的に守り通し、その安全・ 

安心を確保する。いじめが解消に至るまで被害生徒の支援を継続するため、支援内容、 

情報共有、役割分担を含む対処プランを作成し、確実に実行する。 

 上記のいじめが「解消している」状態とは、あくまで、一つの段階に過ぎず、「解消 

している」状態に至った場合でも、いじめが再発する可能性が十分にあり得ることを 

踏まえ、当該いじめの被害生徒及び加害生徒については、日常的に注意深く観察する 

必要がある。 

５ いじめの防止等の対策のための組織の設置 

⑴ 名称 

大洲南中学校児童生徒をまもり育てる協議会 

⑵ 構成員（32 名） 

市議会議員、各地区公民館長、各地区自治会長、各地区民生委員、各地区主任児童委員 

各地区少年補導委員、中央交番所長、ＰＴＡ会長、小学校ＰＴＡ会長、ＰＴＡ校外補導

部員、警察協助員、人権擁護委員、校長、教頭、生徒指導主事、人権・同和教育主任、

養護教諭 

⑶ 活動内容 

○登下校の安全確保 



○いじめ、不登校問題及び生徒の反社会的行動に関わる情報交換並びに防止するための 

対策と実践 

  ○重大事態への対処 

  ○その他、目的を達成するために必要な活動 

６ 重大事態への対処 

⑴ 重大事態の意味について 

「生命、心身又は財産に重大な被害」については、次のようないじめを受ける生徒の状 

況に着目して判断する。 

  ○生徒が自殺を企図した場合 

  ○身体に重大な傷害を負った場合 

  ○金品等に重大な被害を被った場合 

  ○精神性の疾患を発症した場合 

  「相当期間」については、不登校の定義を踏まえ、年間 30 日を目安とする。ただし、生 

徒が一定期間、連続して欠席しているような場合には、上記目安に関わらず、大洲市教育 

委員会の指導を仰ぎながら学校は迅速に調査に着手する。 

 また、生徒や保護者から、いじめにより重大な被害が生じたという申立てがあったとき 

は、その時点で学校が「いじめの結果ではない」あるいは「重大事態とは言えない」と考 

えたとしても、重大事態が発生したものとして報告・調査等に当たる。生徒又は保護者か 

らの申立ては、学校が把握していない極めて重要な情報である可能性があることから、調 

査をしないまま、いじめの重大事態ではないと判断しない。 

⑵ 重大事態の報告 

校長は、速やかに大洲市教育委員会へ報告するとともに、その後の対応について指示を 

仰ぐ。 

⑶ 調査の趣旨及び調査主体について 

調査は、重大事態に対処するとともに、同種の事態発生の防止に資するため行うもので 

ある。学校は、直ちに教育委員会に報告し、調査を行う主体やどのような調査意識とする 

かについて判断を仰ぐ。 

７ 参考資料 

⑴ 文部科学省 

ア いじめ防止対策推進法の公布について （文部科学省 平成 25 年６月 28 日） 

イ いじめ防止基本方針の策定について  （文部科学省 平成 25 年10月 11 日） 

                    （最 終 改 定 平成 29 年３月 14 日） 

⑵ 愛媛県 

「愛媛県いじめ防止等のための基本的な方針」の送付について 

（愛媛県教育委員会 平成 26 年３月 25 日） 

（最終改定     平成 29 年８月 10 日） 



⑶ 大洲市 

「大洲市いじめ防止等のための基本的な方針」の送付について 

（大洲市教育委員会 平成 27 年３月 20 日） 

（最終改定     令和元年５月１日） 


